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ホテル又は旅館におけるバリアフリー化に向けた設計の取組みについて 

 

 

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催決定、我が国における急速な高齢化の

進行等を受けて、建築物の一層のバリアフリー化の対応が求められています。 

 

国土交通省では、東京パラリンピック競技大会や障害者団体からの要望を受けて、昨年 12 月に

「ホテル又は旅館のバリアフリー客室基準の見直しに関する検討会」を設置し、施設管理者関係団

体や障害者等へのアンケート調査結果等を踏まえて、今年６月に客室基準の見直しを含むホテル・

旅館のバリアフリー化を総合的に推進するため、対応方針をとりまとめました。（別添１） 

 

これに基づき、車椅子使用者用客室の設置基準（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律施行令第 15 条第１項）について、床面積 2,000 ㎡以上かつ客室総数が 50以上のホテル又

は旅館を建築する場合、現行では、１以上の車椅子使用者用客室を設けなければならないところ、

来年に予定されている政令改正の施行以降は、建築する客室総数の１％以上の車椅子使用者用客室

を設けなければならないこととなる予定です。（別添２） 

 

これらを踏まえ、今後、ホテル又は旅館の車椅子使用者用客室等においては、高齢者、障害者等

の円滑な移動等への配慮のみならず、健常者を含めた多くの利用者にとって、快適性やデザイン性

に配慮された魅力ある空間整備の推進が求められると考えています。つきましては、貴団体におか

れましても、車椅子使用者用客室等の設計において、高齢者、障害者等を含めた誰もが利用しやす

い魅力ある空間整備に向けて努めていただきますよう、ご協力をお願いいたします。 

 

なお、施設管理者関係団体及び建材・設備関係団体に対して、それぞれ、ホテル又は旅館におけ

るバリアフリー化に向けた取組みに関する推進について通知する（別添４）とともに、併せて、施

設管理者関係団体には、地方公共団体における宿泊施設のバリアフリー化に係る支援制度の一覧表

（別添３）を情報提供していますので、参考まで添付いたします。 

 

  


